
要 旨

管理職に占める女性の割合は、2021年時点で課長級12.4％、部長級7.7％となっており、長期的にみ
ると上昇傾向にある。しかし、諸外国と比べると、依然低い水準にある。「ガラスの天井」と形容されるよ
うに、意思決定の場における女性の台頭はまだ遠いのが現状である。

IRCが県内会員企業を対象に行ったアンケートでは、女性管理職登用によって得られた効果として、①女
性社員が働きやすくなる、②人材の定着、③女性社員のモチベーションアップ、④多様性のある組織の実
現などが挙げられた。しかし、５年前と比べ、課長、部長相当職における女性比率が「高くなった」県内企
業は、それぞれ２割、１割にとどまり、女性管理職の登用はあまり進んでいない。

アンケートと取材を踏まえ、女性管理職登用の真の壁を、①男性に偏った採用、②男性管理職をモデルに
した画一的な人材育成と評価の仕組み、③旧態依然の経営マインド、④女性自身のキャリアアップ志向の
低さ、の４つにまとめた。

これから女性管理職を増やすには、男性に偏らない採用を前提条件として、女性自身の成長意欲を高め、
男性管理職の意識変容を促す取り組みが求められる。また、従来型の人材育成の仕組みを見直し、多様な
リーダー像の確立を目指すべきであろう。

本気で女性管理職を増やすには
～県内企業における女性管理職登用の現状と課題～
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【 はじめに 】
　「IRC Monthly 2022年３月号」では「いきいきと働き続けられる職場の実現のために」と題し、女性の継続就
業の実現に求められる取り組みを取り上げた。しかし、女性が長く就労するだけでは、必ずしも企業の成長に
つながるとは限らない。企業価値の向上には、男女問わず、一人ひとりの能力を最大限に引き出す働きがいの
ある職場環境が求められる。そこで、今回は、管理職登用・育成に焦点を当て、県内企業における女性管理職登
用の現状と課題を取りまとめた。

１．「ガラスの天井」 

国際比較でみる女性管理職比率

　ハーバード大学の社会学者であるロザベス・モ
ス・カンター教授は「黄金の３割」理論を提唱した

（1977年）。これは「組織の中でマイノリティの割合
が３割となった時に、組織全体の文化が傾く」とい
う理論である。つまり、企業において、意思決定の
場に女性が３割を占めれば、意思決定に影響力を
持ち、組織に変革をもたらすということだ。
　日本政府は2020年までに女性管理職比率を30％
に引き上げるという目標を掲げたが、未達だった。
日本は諸外国と比べて女性就業率では、大差がな
いものの、管理職比率では大きな開きがある。ス
ウェーデン、アメリカ、オーストラリアでは管理職
に占める女性の割合が４割を超え、イギリス、フラ
ンス、シンガポールも３割を超えている（図表－１）。
一方、日本は13.3％と韓国よりも低い。
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▲
［図表－１］就業者及び管理職に占める女性の割合（2020年）

資料：独立行政法人労働政策研究・研修機構『データブック国際労働比較2022』
　注：ここでいう「管理職」とは、国際標準職業分類による大分類の「区分１」に相当す

る者を指す。また、日本は独自の職業分類基準を採用しているため、国際標準職
業分類とは異なる。
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時系列でみる女性管理職比率の推移

　2003年以降の女性管理職比率の推移をみると、
課長級に占める女性の割合はようやく１割を超
え、部長級は3.1％から7.7％と、4.6ポイントしか伸
びていない（図表−２）。「ガラスの天井」と形容され
るように、一定の役職より上になると、女性の管理
職登用が進まない現実がある。
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▲

［図表－２］民間企業の雇用者の各役職段階に占める
　　　　　　女性の割合の推移

資料：内閣府男女共同参画局「令和４年版男女共同参画白書」

産業別でみる女性管理職比率

　女性管理職登用における「ガラスの天井」は、す
べての産業に共通するものではない。女性が多く
働くサービス業は全般に女性管理職の比率が高
い。例えば、「医療、福祉」は課長職以上の約半数を
女性が占めている（図表－３）。「生活関連サービス
業、娯楽業」、「宿泊業、飲食サービス業」も２割強と
高い。一方、男性色が色濃く残る「電気・ガス・熱供
給・水道業」、「製造業」、「建設業」など、女性就業率の
低い産業では、女性管理職比率も１割未満と低い。
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資料：厚生労働省「令和３年度雇用均等基本調査」を基にIRC作成

▲

［図表－３］課長相当職以上に占める女性の割合

8.7

8.3

２．女性管理職登用の効果 
　県内企業における女性管理職登用の現状を把
握するため、アンケートと取材を実施した。なお、
本調査の管理職とは、部長、課長クラスを指す。
　アンケートの概要は以下の通り。

調査概要
調査対象 愛媛県内に事業所を置くIRC会員企業
調査時期 2022年７月
有効回答 193社

回答先の属性
産　　業 製造業64社（33.7％）　非製造業126社（66.3％）

従業員数 ～30人：79社（42.2％）　31～100人：61社（32.６％） 
101人以上：47社（25.１％）

※集計は不明分を除く
※四捨五入の関係で合計が100％にならない場合がある（以下同様）

　そもそも女性管理職の登用によって、どのよう
な効果が期待できるのか。現在、女性管理職を登用
している企業にその効果を尋ねたところ、「女性社
員が相談しやすく、働きやすくなる」（47.2％）が最
多であった（図表－４）。また、「優秀な女性人材の定
着」（46.2％）、「女性社員のモチベーションアップ」

（42.5％）も４割強だった。
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▲

［図表－4］女性管理職登用によって得られた効果（複数回答）

　アンケート結果と取材を踏まえ、女性管理職登
用の効果のポイントを３つにまとめた。

ポイント１：女性社員が働きやすくなる

　結婚・出産しても仕事を続ける女性が増えてい
る。女性が結婚や出産といったライフイベントを
迎えた際に、まず仕事を続けるか辞めるかで悩み、
続ける場合は、仕事と家庭のバランスをどのよう
に保つかで悩むことが多い。こうした場合、女性の
上司がいれば、女性社員の悩みの理解を得やすく、
相談しやすい面がある。

女性上司はコミュニケーション力が高い。
女性部下の体調の変化や家庭の事情など
は、男性上司は聞きにくい場合があるが、
女性上司は、パーソナルな情報に一歩踏み
込みやすく、問題の解決にもつながること
がある。

（印刷会社・女性管理職）

ポイント２：人材の採用・定着につながる

　取材では「就職説明会などで学生から事業内容
や福利厚生だけでなく、平均勤続年数や女性管
理職比率などについてもよく聞かれる」との話が
あった。大学生たちは、女性を管理職に積極的に登
用している企業は、人材の採用・育成・活用を公平
に行う企業だと捉えているようだ。
　また、昔は上司から命令されれば部下は素直に
従うのは当たり前だったが、今は違う。一方的な命
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令だけではチームは動かない。その点、女性は部下
や後輩への指導が丁寧な人が多く、社員の定着に
つながっているとの意見も多数聞かれた。

コンプライアンスが重要視されるように
なり、パワハラやセクハラ防止の面におい
ても、部下に対してあまり強く言わない女
性上司が必要だと感じている。女性上司の
存在が若手人材の定着にもつながってい
る。

（ホテル・支配人）

ポイント３：競争力のある組織の実現

　企業経営を取り巻く環境が大きく変化していく
なかで、持続的な成長を遂げるには、多様な視点が
求められる。経営の意識決定に参画できる女性管
理職が増えると、男性中心の組織では生まれない
イノベーションの創出にもつながる。

顧客に女性が多いため、女性ならではの感
性が必要になり、営業や仕入れ部門など、
第一線で女性管理職を登用している。人手
が減っていくなか、社員一人ひとりの能力
を最大限に発揮してもらい、優秀な女性社
員を抜擢することで、生産性の向上につな
がる。

（スーパー・人事担当者）

３．女性管理職登用の現状
　女性管理職登用は企業経営にプラスの効果をも
たらすが、実際、県内企業における女性管理職の登
用状況はどうなっているのだろうか。

女性管理職登用に関する自己評価

　まず、自社の女性管理職登用の取り組み状況を
評価してもらったところ、約半数の企業が「進んで
いない」と回答したが、業種によるばらつきもみら
れた（図表－５）。女性就業率の高い「医療・福祉」では
８割が「進んでいる」と回答したが、「機械・金属」

「建設」など、女性就業率の低い業種では、「進んで
いない」と答えた企業が多い。
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［図表－５］女性社員の管理職への登用

注：サンプル数10未満には下線

５年前と比べた変化

　５年前と比べた現在の女性管理職の登用状況に
ついて、課長、部長相当職では「高くなった」がそれ
ぞれ２割、１割にとどまった（図表－６）。
　一方、管理職候補となる係長相当職では３分の
１の企業が「高くなった」と回答し、登用が徐々に
進んでいる様子がうかがえる。女性管理職の比率
は低いが、今から管理職候補の係長クラスにおけ
る女性登用を進めていけば、数年後に女性管理職
の増加が期待できる。
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▲

［図表－６］５年前と比べ、各役職に占める女性割合の変化

1.9

1.8

女性管理職登用の真の壁

　女性管理職の登用が「進んでいない」と回答した
企業にその理由を尋ねた。「女性の正社員自体が
少ない（いない）」（55.8％）、「これまで管理職候補
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としての育成や動機付けをしていない」（32.6％）
といった企業側の要因が多く挙がった。一方、「管
理職を目指す女性社員が少ない」（52.6％）、「必要
な知識や能力・経験を有する女性社員が少ない」

（42.1％）といった女性労働者側の要因を挙げる企
業も多かった（図表－７）。
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▲

［図表－７］女性管理職の登用が進んでいない理由（複数回答）

　アンケート結果と取材を基に、県内企業におけ
る女性管理職登用の真の壁を①男性に偏った採
用、②男性管理職をモデルにした画一的な人材育
成と評価、③旧態依然の経営マインド、④女性自身
のキャリアアップ志向の低さの４つにまとめた

（図表－８）。

４．本気で女性管理職を増やすには 
　では、どのような社内制度や職場環境があれ
ば、女性管理職が増えるだろうか。アンケ―トで
は、「男女問わず、能力に基づいて行われる採用」

（54.8％）が半数以上を占め、「多様な働き方が可能
な職場」（41.5％）、「男女問わず、キャリア形成や人
材育成のための研修・教育機会の付与」（39.9％）も
多く挙げられた（図表－９）。
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経営層主導で、女性管理職の登用を
促進すること

キャリアアップについて相談しやすい
上司の存在

先輩社員がキャリア形成等をサポート
するメンター制度

その他
（n=188）

▲

［図表－９］求められる社内制度や職場環境（３つ以内）

　つまり、本気で女性管理職を増やすためには、ま
ずは女性社員の採用と定着、そして、その後の育成
が重要なカギを握る。

▶［図表－８］女性管理職登用の真の壁

１．男性に偏った採用

３．旧態依然の経営マインド

２．男性管理職をモデルにした画一的な人材育成と評価

４．女性自身のキャリアアップ志向の低さ

◆�業界に女性が少なく、そもそもの母集団が少ない。
人材さえいれば登用の男女差は縮むだろう。

（製造業）
◆建設業界特有で現場で働く女性がいない。

（建設業）

◆�体力を除けば、資質の面で男女差はないが、現実に
は管理職は男性が選ばれている。経営層はどのよ
うにして女性を活躍させるのか、具体的なイメー
ジも持っていないし、そもそも昔からの考え方も
変わっていない。　

　（製造業）

◆�現場のOJTと研修に加え、部署間の異動によっ
て、人材育成を図っているが、結婚や出産など家庭
の事情による制約が多い女性は、それに応じられ
ない場合があり、管理職登用が難しい。

（サービス業）

◆�経営陣には女性管理職を増やす意向はあるが、対
象となる女性自身にその気がないと感じている。

（食料品メーカー）
◆�業務に必要な資格さえ取得すれば昇格対象となる
が、取得へ向けた取り組みに本人が前向きでない。

　（建設業）
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採用・定着

～男性に偏らない採用が前提条件～
　厚生労働省の「令和３年度雇用均等基本調査」
によると、総合職を「男女とも採用」した企業が
45.2％、「男性のみ採用」が41.8％、「女子のみ採用」
が13.0％となっている。総合職の採用では男女平
等には程遠い。
　企業の中核業務に携わる女性社員の採用・定着
が実現できなければ、その先にある管理職の登用
へと続かない。活躍の機会を男女平等に与え、性別
を問わず能力に基づく採用が女性管理職を増やす
前提条件である。それに加えて多様な働き方を導
入・実施するなど、継続就業をサポートする取り組
みも求められる。

育成

A．育成の阻害要因
　取材では女性自身の昇進意欲が高くないとの声
が多く聞かれた。なぜ女性は管理職になりたがら
ないのだろうか。

～管理職の役割と家庭の両立～
　まず、従来型の管理職の働き方に対するイメー
ジが女性の昇進意欲に影響を与えていると考えら
れる。
　管理職の配偶関係に関する調査では、20代、30代
の未婚の男性管理職は２割弱であるのに対し、女
性は６割にも上る。また、50代以上では、男性管理
職の「未婚」と「有配偶・子なし」が約１割であるの
に対し、女性は５割弱と高い（図表－10）。
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［図表－10］管理職（課長・部長計）の配偶関係

資料：独立行政法人労働政策研究・研修機構「男女正社員のキャリアと両立支援に関す
る調査結果」（2）分析編（2014年）を基にIRC作成
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　管理職になりたくない理由として、取材では「管
理職になるとより一層の成果を求められ、結果と
して、長時間労働を強いられることも多く、家庭と
の両立ができなくなるから」といった声が聞かれ
た。つまり、女性社員からみれば、管理職に昇進す
れば男性並みの働き方を要求され、結果として家
庭との両立ができなくなる心配がある。管理職に
就きたくないわけではないが、家庭を犠牲にして
まで出世したいと考える女性は少ないだろう。
　ワークライフバランスを重視する若者が増えて
おり、従来型の管理職の働き方は、女性だけでな
く、若い男性社員にも敬遠されるだろう。

～男性管理職をモデルにした画一的な育成と評価～
　諸外国と比べ、日本は人材の流動性が低く、企業
も長期雇用によるノウハウの蓄積を重視する傾向
にある。人材の育成方法として、現場のOJTや部署
間異動、場合によっては転居を伴う異動もあるが、
結婚や出産など家庭の事情による制約が多い女性
はそれに応じられない場合がある。
　転勤制度のある企業に比べ、転勤がない企業の
ほうが、女性課長昇進者の割合が高いという調査
結果もある（図表－11）。
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［図表－11］女性課長昇進者割合（転勤制度の有無別）

資料：独立行政法人労働政策研究・研修機構「企業の人材活用と男女正社員の働き方に
関する調査」（2016年）

　注：女性課長昇進者割合とは、平成27年度中に昇進した課長のうち、女性の占める割合

　転勤や長時間労働に応じられる男性管理職を想
定した画一的な人材育成と評価の仕組みは、女性
に管理職候補として育てる機会を阻害し、女性管
理職登用を妨げる一因となっている。

～女性自身の意識～
　長い間形成されてきた「男性は仕事、女性は家
庭」という役割分業意識が、未だに日本社会に強く
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根付いており、多かれ少なかれ女性自身のキャリ
ア形成にも影響を与えている。経済面で独立しな
いといけないと自覚している女性は増えているも
のの、仕事より家庭を優先したい女性も多くいる。
企業側の立場からすれば、離職の可能性が低い男
性社員に投資したほうが、育成にかかったコスト
が回収でき、企業にとって都合がいいという考え
方も理解できる。
　要するに、これから女性管理職登用を進めよう
とするならば、単に企業側だけに取り組みを求め
るのではなく、女性自身も就労意識、成長意欲を高
めていく必要がある。

B．求められる取り組み
～女性の成長意欲の向上とキャリア形成～
　女性管理職を育てる前に、女性自身の成長意欲
を高めることが重要である。取材で、「女性は自分
のキャリアについて、５年先のことは考えるが、10
年後、20年後のことを考える人は少ない」といった
意見が聞かれた。女性社員がやる気、成長意欲を高
めるために、企業側は社内研修などを通して、長期
的なキャリア形成をサポートする取り組みが求め
られる。早期に自分と向き合い長期的なキャリア
を考えてもらうことで、継続就業の実現だけでな
く、管理職を目指す女性社員の増加にもつながる。
　また、女性社員に特化したキャリア研修を逆差
別ではないかと疑問視する人もいるだろうが、男
女間で特性や、考え方、抱えている問題も異なるた
め、それに応じて育成の仕方も変えていくべきだ。

～男性管理職の意識変容～
　女性社員がキャリア研修を受け、成長意識を高
められたとしても、所属する部署の男性上司の意
識が女性部下を育てる方向に変わらなければ、結
局女性の成長意欲は持続せず、当然管理職の候補
となる女性も育たない。
　若手のうちから、性別に関係なくキャリアアッ
プにつながる仕事を与え、自信と経験を積む環境
を整えることが重要である。それと同時に、女性部
下を持つ男性管理職の意識変容を促していかなけ
れば、女性管理職の育成につながらない。

～従来型の人材育成の見直しと、多様なリーダー
像の確立～
　広域に展開している企業では、転居を伴う異動
や部署間での配置転換を通して人材育成を図って
いる。多くの女性が専業主婦として家庭を支えて
いた時代には、このようなやり方が成り立ったが、
今は、夫婦共働きが全世帯の６割を占めるように
なり、家庭と仕事の両立は男性にも求められるた
め、単身赴任に難色を示す男性社員が今後、増える
と思われる。
　これまで、ベテラン男性社員が企業の主力だっ
たが、これからは性別・年齢・国籍に関係なく、多様
な人材が活躍する時代に入る。一人ひとりに活躍
してもらうには、従来型の人材育成方式を見直す
ことも急務となる。
　また、人材の多様化に伴い、求められる管理職の
姿、つまりリーダー像も変わっていくべきだ。管理
職になった後の「時間的負荷」「精神的負荷」を減ら
し、部下にもある程度の裁量を付与し、チームで物
事を考え、支える取り組みも必要ではないだろう
か。「管理職はこうであるべき」という画一のリー
ダー像ではなく、強みや特性を発揮できる多様な
リーダー像の確立を目指すべきだ。

～経営層の本気さがカギを握る～
　長年定着した働き方、人材育成と登用の仕組み
を改革しようとすると、現場では不満が噴出し、抵
抗も生じるだろう。女性の管理職登用は一日にし
てならず。推進するには壁が多いからこそ、女性管
理職登用の「ガラスの天井」を打破するには、経営
層が本気の姿勢を示すことが求められる。自社の
状況を踏まえたうえで、女性管理職割合の目標値
を設定し、採用や育成における明確な推進方針を
経営計画に落とし込むなど、経営者自らリーダー
シップをとり、持続的に取り組むことが必要だ。

【 おわりに 】
　政府の政策、企業の制度、女性自身の勤労意欲な
ど一連の変革・変化が進むなかで、女性活躍の風土
は高まっていくに違いない。女性管理職登用を進
めるには、女性自身の成長意欲を高め、従来の人材
育成や評価制度の見直しが求められる。
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　　女性管理職を〇％に引き上げるという数字合わ
せの取り組みではなく、本気で女性活躍を応援す
る取り組み、心から一人ひとりの成長を喜ぶ社会

の実現に期待したい。　
� （孫　璇）

　佐川印刷株式会社は、松山市に本社を置く印刷会
社である。2019年に愛媛県法人会連合会「女性が働き
やすい企業風土づくりコンテスト」グランプリに受
賞されるなど、女性活躍を積極的に取り組んでいる。
　社長の佐川正純氏は2000年に社長に就任。当時、女
性管理職のロールモデルもなく、結婚、出産のタイミ
ングで退社が多く発生した。社員を定着させるため
に、一人ひとりの従業員の要望に耳を傾け、様々な
ニーズに応じられるよう就業規則を常に見直し、出
産など長期休暇が必要な場合でも柔軟に対応してい
る。また、IT化を進め、従来の単純作業から解放する
ことで、付加価値の高いビジネス分野に携わる女性
社員も増えた。こうした一連の取り組みが女性社員
のキャリアアップにもつながった。
　「女性活躍を推進するには、男性と同じようにする
だけでは足りない。企業はすこし余分に女性を応援
しなければならない」と佐川社長は語る。社長の強い
コミットメントの下で、女性が活躍できる環境が整え
られ、女性の平均勤続年数は6.3年（2004年）から13.4
年（2021年）へと大きく伸びた。一人ひとりの成長を大
事にする経営者の姿勢や公平な職場風土と柔軟な働
き方が社員の成長意欲向上につながり、女性管理職
比率も４％（2004年）から現在の28％に向上した。

「加納飛鳥経営管理部次長に聞く！」
加納飛鳥：2003年に入社、2011年、
2016年に２回の育休取得を経て仕事
に復帰。2008年より経営管理部次長。

——�女性管理職の視点からみれば、どのような職場環
境があれば、女性管理職が増えると思いますか？

加納：まず、男女関係なく、入社して仕事の経験を積
んだら、それをちゃんと評価し、役職をつけていくこ
とが大事だと思います。仕事のやりがいを感じる女
性が増えれば、経営に関わりたいと考える女性も育
ちます。
　次に、管理職のあり方や身につけるべき能力につ
いて理解するために、研修を受けさせることも大事
です。私自身も2013年に県主催の女性活躍のための
メンター養成講座に参加し、他社の女性管理職と意
見交換することで、仲間ができ、視野も広げられ、自
分のキャリアアップにも役立っています。
　さらに何より重要なのは、社内に「素敵な上司」が
多くいることです。上司の働きぶりは部下に大きな
影響を与えます。男女問わずいきいきと働く上司、素
敵な上司が増えると、管理職になりたい女性も増え
ると思います。

——�よく女性は管理職になりたくないと言われます
が、昇進意欲を高めるために、どのような取り組
みが有効ですか？

加納：管理職候補者とのコミュニケーションは重要
です。いきなり管理職の打診をされると、女性は不安
を感じやすいと思います。どうして自分が選ばれた
のか、会社側が何を求め、期待しているのかについて
経営者や上司からのフィードバックがあれば、自分
もチャレンジしてみようかと勇気が湧いてくるかも
しれません。

本気で女性活躍に取り組む県内企業
佐川印刷株式会社

佐川印刷株式会社
社員数：80名（うち、女性５割）
女性管理職：7名（全体の28％）

受賞歴：
2015年　�厚生労働省「くるみ

ん認定」

2016年　�愛媛県「えひめ子育て応援ゴールド企業」

2017年　�経済産業省「新・ダイバーシティ経営企業100選」選定

2018年　�愛媛県「第７回えひめ子育て応援リーダー企業コンテス
ト」会長賞

2019年　�愛媛県法人会連合会「女性が働きやすい企業風土づくりコ
ンテスト」グランプリ受賞
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